
　　 　10,316　　　　 68,169

合 計 　 　3,610,728

連 合 会 費 ・ そ の 他 　　　　　4,887

　　　3,565,328

　　　　　739

支
　
　
　
出

事 務 費

　 　546,418
経 常 支 出 合 計

　　　　　384,868千円

　　　539,547

財 政 調 整 事 業 拠 出 金

退職者給付拠出金

　　　　112,315

　　　289,709
法定給付費

付加給付費

　 　3,995,596

　　　542,664経 常 収 入 合 計 　　　3,585,924
保 険 給 付 費

　　　      2

　　　　 45,393 　　　　6,869

前期高齢者納付金 　　　　674,488

保 健 事 業 費

経 常 収 支 差 引 額 　　　　   20,596千円

　　　 16,997

令和５年度決算報告

　去る　７月１６日開催の第１１０回組合会において令和５年度決算が承認されました。

　ここにその概要をお知らせします。

国 庫 負 担 金

調 整 保 険 料

繰 入 金

財 政 調 整 事 業 交 付 金

雑 収 入 等

●決算額

科　　　目

収
　
　
　
入

　　　　300,000

　　　　3,753

一　般　勘　定　

一 般 保 険 料 　　　537,424

　　　　　194

被保険者１人当たり額(円)決算額(千円)

　　　　6,879

　　　3,551,300

　　　　　1,284

　　　　 45,457

　　　 45,400

　 　604,660

納 付 金

　　　119,714

　　　1,465,570

病床転換支援金

　　　1,914,394

　　　　  5,016 　　　　　759

後期高齢者支援金

              1

　　　1,909,378 　　　288,949

　　　221,787

　　　　791,071

　　　　     10

　　　102,071

差 引 残 金

 　　　11,010
合 計

　　　　 24,800

　　　　 72,755



被 保 険 者 数 ( 平 均 )

●一般勘定基礎数値等(前年度との比較)

　　　　　　6,597人
平均標準報酬月額(平均)

　　  7,947,626千円 　　  7,426,195千円

を別途積立金に組み入れ処分いたしました。

●令和５年度決算

れていますので、実質収支は8,486万円8,652円の黒字となりました。

令和５年度は、保健給付費および2年前の当組合被保険者の方の報酬を基礎として算出される

なお、上記差引残金について、 財政調整事業繰越金5万5,148円を除き 3億8,481万3,504円

後期高齢者支援金がそれぞれ前年度より1億円以上増額しましたが、収入面においても、決算基

礎数値の増加に伴い、保険料収入が増額しました。差引残金のうち別途積立金から3億円を繰入

　　　　　　41.90歳平 均 年 齢

雑 収 入

保 険 料

●決算額

　　　 386,504 　 　111,352

　　　　99/1000

　　　　356,502

　なお、上記差引残金について、全額を準備金として組み入れ処分いたしました。

　　　　 　27,232千円

　　　103,487

決算額(千円)

差 引 残 金

　 　 103,507

276万 7,906円の赤字となりました。

支
　
出

介 護 納 付 金

　　　    　1

　　　　359,204

保険料率(調整保険料を含む)

　　　　　　42.05歳

　　　　　　5,100人

総標準賞与額(年間合計)

　　　 359,272

介 護 保 険 料 還 付 金 　　　　　　 68 　　　　　 20

被 扶 養 者 数 ( ３ 月 末 )

合 計

科　　　目

　　　　 30,000

　　　　99/1000

令和５年度の実質収支は、差引残金のうち準備金から3,000万円繰入れていますので、

介　護　勘　定　

　　　  8,643繰 入 金

介護第２号被保険者たる被
保険者等１人当たり額(円)

項目 令和５年度 令和４年度

収
　
入

　　　　　　6,608人

　　　　　363,428円 　　　　　357,433円

　 　 102,709

合 計

　　　　    　2

　　　　　　5,253人



■一般保険料 ■退職者給付拠出金

■国庫負担金 ■保健事業費

■調整保険料

■保険給付費

　

事務費に対する補助として国から交付される。

令和５年度 令和４年度

介護保険第２号被保険者
数 ( 平 均 ) 　　　　　　4,632人

退職者医療制度に基づく拠出金です。

法定給付費と付加給付費(組合独自)があります。

項目

健保組合間の助け合い事業のための保険料。

総標準賞与額(年間合計) 　　　4,397,007千円

みなさんの医療費や各種給付金の費用。

　　　　　　　118人　　　　　　　122人

　　　4,814,226千円

介護保険第２号被保険者
たる被保険者数(平均)

　　　　16/1000

　　　　　　3,293人

特定被保険者数(平均)

　　　　　421,176円 　　　　　416,887円

　　　　　　4,616人

　　　　　　3,349人

平均標準報酬月額(平均)

　　　　16/1000

●後期高齢者支援金　[７５歳以上の方を対象]

　支援金と納付金について

　被保険者の方や事業所が納める保険料は、被保険者とご家族の医療費や給付金の保険給付費の

ほかに、後期高齢者医療制度等の医療費を支援するためにも支出されています。

奨励、保健指導宣伝などの費用。

人間ドック、生活習慣病検診などの疾病予防や体育

健保財政の基礎となる保険料です。

科　目　の　説　明

●介護勘定基礎数値等(前年度との比較)

　後期高齢者医療制度の財源は、公費(国)、被保険者の保険料、健康保険組合等の支援金で賄わ

れます。

　このうち、公費約５割、被保険者の保険料１割で、約４割を健康保険組合等が「後期高齢者支

　調整は、全保険者の前期高齢者の平均加入率と、各保険者の前期高齢者の加入率を比較して行

われますが、前期高齢者加入率の低い健康保険組合等は、「前期高齢者納付金」を負担すること

保 険 料 率

になります。

援金」として負担します。

●前期高齢者納付金　[６５歳以上７５歳未満の方を対象]

　前期高齢者の給付費は、保険者間の負担の不均衡について、各保険者の加入者数に応じて調整

されます。



　国債・社債等債権売却益

(1)

(0)

(10)

  後期高齢者支援金

損　益　計　算　書  (一般勘定)
自令和 5年 4月 1日　　至令和 6年 3月31日

(単位:千円)

納付金

  前期高齢者納付金

借方 貸方

経常損益

1,465,570

事業損益

1,914,394

(5,016)  付加給付費

(1,909,378)

事業損益計

保健事業費等

  特定健康診査事業費

112,315

(6,144)

  　訪問看護事業費

  　介護老人保健施設費

(5,457)

(0)

(100,714)

<0>

<0>

<0>

68,169

(241)

(67,928)

4,278

3,564,726

  事務所費

  連合会費

(0)

(2,078)

(2,200)

一般管理費

保険給付費

  法定給付費

0

(0)

　保証金引当金戻入 (0)

  特定保健指導事業費

  直営保養所費

  その他保健事業費等

 　 病院診療諸費

  病床転換支援金

  日雇拠出金

  退職者給付拠出金

(674,488)

(791,071)

  組合会費

  　その他保健事業費 　　<100,714>

　保証金引当金繰入 (0)

その他事業費用

  退職給付引当金繰入

  減価償却費

3,552,214健康保険収入

　保険料収入 (3,550,930)

　国庫負担金収入

　その他

(1,284)

(0)

交付金

　前期高齢者交付金

30,158

  特定健康診査等事業収入 (0)

(0)

(29,162)

保健事業等収入

(0)

(0)

(996)

　直営保養所利用料収入

　その他の施設利用料収入

　病院診療所収入

(0)　訪問看護事業収入

　介護老人保健施設収入

0

　特定健康診査・保健指導補助金

(0)  退職給付引当金戻入

その他事業収益

20 3,182

事業外利益(▲損失) 3,162

受取利息

その他事業外収益

76

3,106

事業外損益計

3,582,372

事業外損益

支払利息

その他事業外費用

事業利益(▲損失) 17,646

0

20

45,393

補助金等返還金支出 0

その他 0

経常損益計

経常利益(▲損失)

3,564,746

20,808

財政調整事業拠出金

特別利益(▲損失) 64,217

　固定資産売却/廃却損 (0)

　固定資産評価損 (0)

 国債・社債等債権売却損 (0)

特別損益

24,800

国庫補助金収入

 国債・社債等債権評価損 (0)

特別損益計 45,393

(0)

　固定資産売却益

損益計 3,610,139

当期利益(▲損失) 85,025

3,585,554

(0)

109,610

3,695,164

38,833

寄付金 0

補助金等追加収入 582

その他 0

調整保険料収入 45,395

財政調整事業交付金


